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        ２０００年５月    ＩＯＳＣＯ（証券監督者国際機構）がＩＦＲＳ（国際会計基準）

を承認 

●２０００年６月     ＥＣ（欧州委員会）がＥＵ域内上場企業の連結財務諸表にＩＦＲ

Ｓを強制適用するイニシアティブを発表。 

    ２００１年４月    ＩＡＳＣ（国際会計基準委員会）をＩＡＳＢ（国際会計基準審議  

会）に改組 

■２００２年１０月    ＩＡＳＢとＦＡＳＢ（米国財務会計基準審議会）がコンバージェ

ンスに合意（ノーウォーク合意） 

 

●２００３年７月    ＥＵ指令公表 

                          (ＥＵ域外上場企業の連結財務諸表にＩＦＲＳ又はこれと同等の

基準を強制適用) 

●２００５年１月     ＥＵが、域外国の会計基準の同等性評価を開始 

          ＥＵが域内上場企業の連結財務諸表に対しＩＦＲＳを適用。 

■２００５年４月     米国ＳＥＣが「ロードマップ」公表 

                （米国市場に上場し、ＩＦＲＳを適用している米国外企業の数値

調整の廃止等を目指す） 

●２００５年７月     ＣＥＳＲ（欧州証券規制当局委員会）による「技術的助言」 

                 （日本基準について、「全体としては同等」としつつ、26 項目の重

要な差異を指摘） 

 

 

 

 

 

 

○１９９７年秋     ジャパン･プレミアム発生 

○１９９８年３月期   金融機関が保有する株式への原価法の適用 

          （大蔵省銀行局通達の廃止（低価法が義務付けられていた金融機関の保有す       

る上場有価証券について原価法が使用可能に）） 

○１９９８年秋     ジャパン･プレミアム再拡大 

○１９９９年３月期～  レジェンド問題 

          （日本企業の英文の開示資料等に添付された監査報告書に「日本基準により       

作成された財務諸表であり、国際基準とは異なる」等の注意喚起文） 

 ○１９９９年度以降    会計基準の見直しの進展 

    ○１９９９年度     連結財務諸表制度の導入  

○２０００年度     金融商品の時価会計の導入（売買目的有価証券） 

○２００１年度     時価会計の適用範囲の拡大（その他有価証券） 

                  退職給付会計の導入           など 

○２００１年７月    財務会計基準機構［企業会計基準委員会（ASBJ）］設立 

     
 

 

 

 

 

 

○２００５年１月   ＡＳＢＪ（企業会計基準委員会）とＩＡＳＢがコンバージェンス 

に合意 

 

 

 

 

 

ＥＵ（●）・米国（■）の動向 日本の動向 

ＩＦＲＳを軸としたコンバージェンス、ＩＦＲＳそのものの適用に向けた動きの開始 

● 
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 ■２００６年２月      ＦＡＳＢとＩＡＳＢがコンバージェンスについてＭＯＵ（覚書）

を締結 

（２００７年末までの達成目標を設定） 
 
 

■２００７年８月       米国ＳＥＣ、米国企業に対しＩＦＲＳそのものの適用に関す 

るコンセプトリリースを公表 

■２００７年１１月    米国ＳＥＣ、外国企業に対しＩＦＲＳの使用を数値調整なしで

受け入れ 

●２００７年１２月     ＥＣが同等性評価に関するメカニズムを決定 

                （同等性評価にあたって、従来の一定時点の差異を問題とするア

プローチに代えて、コンバージェンスに向けた作業の進捗状況

及び今後の計画を全体的に評価するホーリスティック・アプロ

ーチを採用）       

■２００８年９月    ＩＡＳＢとＦＡＳＢがコンバージェンスについてのＭＯＵを改

訂 

（２０１１年６月までのコンバージェンスの実施を合意） 

■２００８年１１月    米国ＳＥＣがＩＦＲＳ適用に向けたロードマップ案を公表 

                （２００９年１１月現在、決定に至っていない） 

・ ２０１０年１月以降に提出される財務諸表について 

ＩＦＲＳの適用を容認 

・ ２０１４年から米国内企業にＩＦＲＳ適用を義務づ 

ける是非について２０１１年までに決定 

●２００８年１２月    ＥＣ、同等性評価の最終決定 

                （日本基準の同等性を決定） 

●２００９年１月      ＥＵが、域外上場企業に対し、ＩＦＲＳ又はこれと同等の基準

の適用を義務づけ   

 

 

 

 

 

       

○２００６年７月    企業会計審議会が意見書「会計基準の国際的なコンバージェン 

スについて」公表  

（コンバージェンスへの積極的対応を表明） 

 

○２００７年８月    ＡＳＢＪとＩＡＳＢが「東京合意」公表  

                 （２００８年末までにＥＵの同等性評価における重要な差異（26 

項目）を、その他既存の差異を２０１１年６月末までに解消等） 

      

 

 

 

 

○２００８年１０月   企業会計審議会企画調整部会においてＩＦＲＳの適用について 

の議論を開始（４回（１０月、１２月、２００９年１月、６月） 

の審議） 

      

 

 

 

 

 

○２００９年６月    企業会計審議会が「我が国における国際会計基準の取扱いについ  

て（中間報告）」の公表 

                （国際的な活動を行う上場企業に 2010 年３月期以降、ＩＦＲＳの 

任意適用を容認） 
 
 

ＥＵ（●）・米国（■）の動向 日本の動向 

～ 

ＩＦＲＳそのものの適用の急速な世界的広がり 

● 

● 



会計基準を巡る動向（参考資料目次） 

 

【資料１】米国ＳＥＣ、米国企業に対しＩＦＲＳそのものの

適用に関するコンセプトリリースを公表 

【資料２】米国ＳＥＣがＩＦＲＳ適用に向けたロードマップ

案を公表 

【資料３】企業会計審議会が意見書「会計基準の国際的なコ

ンバージェンスについて」公表 

【資料４】ＡＳＢＪとＩＡＳＢが「東京合意」公表 

【資料５】国際会計基準（ＩＦＲＳ）を巡る動向 

【資料６】国際会計基準における金融商品会計基準の見直し 

【資料７】金融商品の減損（貸倒引当金）の考え方 

【資料８】企業会計審議会が「我が国における国際会計基準

の取扱いについて（中間報告）」の公表 

 

 

 



2007 年 8 月 7 日 

米 SEC：IFRS の米国企業への許容に関する協議資料 発表 

8 月 7 日、米 SEC は IFRS を米国企業に認めるべきかに関する協議資料（Concept 

Release）を公表した。“Concept Release”は中立的に一般からコメントを求めるもので

あり、コメント期限は 11 月 13 日。なお、協議資料の主な内容は、以下の通り。 

 

（主な質問項目） 

１．IFRS を米企業に認めることによる米国資本市場への影響 

(1) 米企業に IFRS を認めることのプラス、マイナスの分析（問 1～9） 

 IFRS を米企業に認めることにより、米市場における資本形成が促進されるか。 

 IFRS を採用する（しうる）企業に対して競争上の有利を与えることにならないか。 

 投資家は IFRS に基づく米企業の財務諸表を十分に理解・利用できるか。また、その程

度は、投資家の性質、投資額、企業の規模、属する産業等によって異なるか。 

 米企業の IFRS 使用へのインセンティブは、産業、地域的特性等によって異なるか。 

 米企業が IFRS を使用する上で、障害となることはあるか（規制上の制約、財務数値を

使用した契約条項等）。 

 特に、投資会社について特有の考慮事項はあるか。 

 FASB の役割に対する影響はあるか。 

 

(2) IFRS を米基準とのコンバージェンスに与える影響（問 10～12） 

 基準設定主体を取り巻く利害関係者は、コンバージェンスへの意欲を失ってしまうか。 

 仮に米基準に IFRS を容認した状況で、IASB と FASB の基準が大きく異なることになっ

た場合、SEC はどのように対応する必要があるか。 

 

2．グローバルな会計基準について 

(1) グローバルに受け入れられる単一の基準を持つ意義、それに対する影響（問 13） 

 IFRS を米企業に認めることにより、世界的に受け入れられる単一の会計基準を開発し

ようとすることを促進するか。 

 

(2) IASB の信頼性、位置づけについて（問 14～16） 

 IFRS がしっかりしたプロセスによって作成され、高品質の基準を生み出すと言えるか。

これは、SEC が米企業に対して IFRS の使用を認めた場合も変わらないか。 

 SEC の FASB に対する権限と IASB に対する権限が異なることについてどう考えるか。

【資料１】



3．米企業に IFRS 適用を認める上での課題 

(1) 教育のあり方（問 17～19） 

 会計士が米基準とともに IFRS に習熟する上で何がインセンティブ、障害となるか。ま

た、経過期間はどの位かかるか。 

 大学教育において、IFRS を教えることに対するインセンティブ、障害は何か。また、会

計士試験を変更する上で、何がインセンティブ、障害となるか。 

 

(2) 実務における適用（問 20～22） 

 米企業及び監査人が IFRS を実務上使用する上でどのような困難があるか。 

 IFRS と米基準との差異は、投資会社を含めて、どのように具体的なものとなって現れ

るか。 

 米基準から IFRS に変換するコストはどのくらい掛かるか。 

 

(3) 監査への影響（問 23～26） 

 IFRS の米企業への容認は、米監査法人のシェアに影響を与えるか。 

 整合的な解釈を可能とするため、追加的な監査上の指針等は必要となるか。 

 

(4) 規制（問 27） 

 （SEC-CESR 間、IOSCO 内のような）証券規制当局間の情報交換の枠組みは、IFRS

の適用を整合的なものとするか。 

 

(5) SEC の既存の規制との統合（問 28～29） 

 IFRS を米企業に対して認める場合、（例えば、財務諸表規則の適用等について）既存

の SEC の規則を変更する必要があるか。 

 

(6) 移行措置と時期（問 30～35） 

 投資家、監査人、引受証券会社、保険数理人、評価専門家等にとって、IFRS を米企業

に使用するための準備にはどの程度の期間が必要か。 

 SEC が時期を明示するとすれば、いつ頃が最も良い時期か。 

 移行期間を限定すべきか。また、移行時にどのような問題が生じうるか。 

 

以 上 



 

米国証券取引委員会によるロードマップ案の概要 

・ 2008 年 11 月 14 日（金）公表 （案の公表は、8 月 27 日に議決） 
・ 内容は、米国公開する米国企業に対し、国際会計基準（IFRS）の使用について 
 ・一部公開企業には、2009 年度からの早期適用を容認 

・その他公開企業への強制適用（2014 年度から段階的）の是非を 2011 年に決定。 
  →本ロードマップ案は、そのための要件（マイルストーン）を提示。 

 

2009 年度財務報告からの早期適用 

○ 一部米国企業（注）に、2010 年に提出される財務報告（＝2009 年 12 月期）に関

し、IFRS 使用の選択肢を付与。 

（注）各産業の時価総額上位 20 社（外国企業を含む）の大半が IFRS を使用している

産業において、当該 20 社に入る米国企業。 

 

○ IFRS 選択的適用の条件（本文では、以下２案を併記） 

Ａ．適用時において、IFRS1 号（IFRS の初度適用）の規定に従い、IFRS への変更の

影響（１年分）を開示する。 

Ｂ．米国基準に従った財務情報（非監査）を（移行時だけでなく）毎期、３年分記

載する。 

    →規則案では、案Ｂを提案。 

2014 年以降の段階的な強制適用 

○ 2014 年度からの段階的適用（注）を念頭に、米国企業に対する国際会計基準（IFRS）

の使用の義務付けを行うかどうかを 2011 年に決定。 

（注）2014 年～ 大規模早期提出会社（株式時価総額 7 億ドル以上） 

2015 年～ 早期提出会社（株式時価総額 7500 万ドル以上） 

2016 年～ その他公開企業 

 

○ その際、それまでの要件（マイルストーン）の進捗状況を踏まえて決定。 

（注）IFRS の基準内容の改善、投資家や会計士等の教育・訓練、国際会計基準委員

会財団（IASCF）のガバナンス・資金調達等 

   →なお、IFRS 基準設定プロセスへの監視は、モニタリング・グループを通じ

た間接的なものになることに言及。 

 

今後の予定 

○ コメント期間は、官報掲載後 150 日間（4 月 20 日） 

【資料２】 
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【資料４】 

 

企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）・国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ） 

東京合意（ポイント） 

 

○ 会計基準のコンバージェンスの加速化は、双方にとって戦略的優先

事項。具体的な内容は以下のとおり。 

○ EU の欧州証券規制当局委員会（CESR）が指摘した「重要な差異」に

含まれる項目について、2008 年までに結論を得ることを目標とす

る。 

○ また、両者で識別されてきた残りの差異については、2011 年 6 月末

までにコンバージェンスをもたらすことを目標とする。 

○ なお、IASB が新たな基準の開発を進めており、その適用が 2011 年

6 月より後になる場合には、以上の目標は適用されない。その場合で

も、新たな基準が適用となる際に、日本において国際的なアプローチ

が受け入れられるよう、緊密に作業を行うこととする。 
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国際会計基準（IFRS）を巡る動向

単一基準ガバナンス

１０年以降

０９年後半

０９年前半

非連結事業体金融商品

IASB 分類及び測定 公開草案（7月）
IASB 分類及び測定 公開草案（7月）

連結：最終化（10年後半）
連結：最終化（10年後半）

ASBJ-IASB
IASB-FASB

主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了
（11年6月）

ASBJ-IASB
IASB-FASB

主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了
（11年6月）

IASCF 円卓会議
IASCF 円卓会議

IASCF定款改訂
ﾌｪｰｽﾞⅡ完了
（10年前半）

IASCF定款改訂
ﾌｪｰｽﾞⅡ完了
（10年前半）

IASB 公正価値測定 公開草案（5月）
IASB 公正価値測定 公開草案（5月）

IASB 認識の中止 公開草案（3月）
IASB 認識の中止 公開草案（3月）

IASB-FASB 金融危機諮問ｸﾞﾙｰﾌﾟ（1月～）
IASB-FASB 金融危機諮問ｸﾞﾙｰﾌﾟ（1月～）

IASCF定款改訂ﾌｪ
ｰｽﾞⅠ完了（1月）

IASCF定款改訂ﾌｪ
ｰｽﾞⅠ完了（1月）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ﾎﾞｰﾄﾞ-
IASCF評議員会
初会合（4月）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ﾎﾞｰﾄﾞ-
IASCF評議員会
初会合（4月）

IASB 開示基準改訂(IFRS7号）（3月)
IASB 開示基準改訂(IFRS7号）（3月)

IASB-FASB 連結・認識の中止に関する
円卓会議開催（6月）

IASB-FASB 連結・認識の中止に関する
円卓会議開催（6月）

6月8-9日
（於東京）

こ
れ
ま
で
の
対
応

今
後
の
予
定

企業会計審議会
IFRSの取扱いに関
する中間報告（案）

の公表（2月）

企業会計審議会
IFRSの取扱いに関
する中間報告（案）

の公表（2月）

Ｇ20 ロンドン・サミット声明 / FSF 報告書 （4月）
Ｇ20 ロンドン・サミット声明 / FSF 報告書 （4月）

10月21日
（於東京）

IASB-FASB 分類及び測定に関する
円卓会議開催（９月）

IASB-FASB 分類及び測定に関する
円卓会議開催（９月）

９月３日
（於東京）

IASB 減損 公開草案（11月）
IASB 減損 公開草案（11月）

企業会計審議会
IFRSの取扱いに関
する中間報告公表

（６月）

企業会計審議会
IFRSの取扱いに関
する中間報告公表

（６月）

IASB-FASB 金融危機諮問ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾚﾎﾟｰﾄ（7月）
IASB-FASB 金融危機諮問ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾚﾎﾟｰﾄ（7月）

最終化
・公正価値測定（10年後半）
・減損（10年後半）
・ヘッジ会計（10年後半）

最終化
・公正価値測定（10年後半）
・減損（10年後半）
・ヘッジ会計（10年後半） 認識の中止：最終化（10年後半）

認識の中止：最終化（10年後半）

IASB ヘッジ会計 公開草案（10年前半）
IASB ヘッジ会計 公開草案（10年前半）

公正価値測定に関する円卓会議（11月）
公正価値測定に関する円卓会議（11月）

分類及び測定：最終化（11月）
分類及び測定：最終化（11月）

11月27日
（於東京）

【資料５】



国際会計基準における金融商品会計基準の見直し
（ 2009年から早期適用、強制適用は2013年以降 ）

－

計上
しない

計上

評価
差額

純損益への反映

計上計上償却原価
満期保有

投資

計上計上

公正価値
売却可能資産
（その他有価証

券）

－

減損

売買目的
保有資産

金融商品の区分

計上

売却
損益

評価基準

現行IFRS及び日本基準 新基準

(株式のみ)
戦略的投

資

(株式＆債券)
その他

純損益への反映

計上－計上

公正価値
測定区分

計上
しない

計上
しない

計上
しない

－

評価
差額

売却
損益

減損

金融商品の区分

計上計上
(債券のみ)

償却原価区分 ※

※：テインティングルール（満期前売却によるペナルティー）は廃止（注）表中の｢計上しない｣とされてた部分の影響はB/Sに直接反映される

株式

債券

○ 日本の経営慣行に配慮し、戦略的な投資（持ち合い株式等）については、評価損益、売却損益のいずれも損益には計上しない。

減損会計も適用しない。配当金については、公開草案では、純利益に計上しない案であったが、その後の日本からの意見を踏ま

え、純利益に計上。

(参考) 米国会計基準審議会（ＦＡＳＢ）は、ＩＡＳＢとは異なり、持合い株式も含めた全ての株式について時価評価し、毎期損益に

計上するという、より時価会計を徹底した案を公表。

○ 日本の取引実態を踏まえ、銀行・保険・事業会社が保有する国債の大半は償却原価区分の対象となる。

【資料６】



【債券の取扱い】

現行IFRS及び日本基準 改訂IFRS

満期保有投資

売却可能資産

（その他有価証券）

売買目的有価証券

償却原価区分

公正価値（時価）測定区分
－毎期公正価値評価し、評価 差額・売却

差額を損益計上

○ 「償却原価区分」への分類要件

１．ビジネス・モデルが契約上のキャッシュ・フロー
の回収を目的とするものであること

２．契約条件が一定期日における元利のキャッシュ
・フローのみを生じさせるものであること

“満期保有”ではないことに留意

Tainting Rule（満期の前に売

却した場合のペナルティー）
の廃止



【株式の取扱い】

現行IFRS及び日本基準 改訂IFRS

売却可能資産

（その他有価証券）

売買目的有価証券

公正価値（時価）測定区分 ②
（戦略的投資）
－評価差額・売却差額を損益計上しない

公正価値（時価）測定区分 ①
（その他の株式）
－毎期公正価値評価し、評価差額・売却差額を損

益計上

○ＩＡＳＢでは、戦略的な投資（持ち合い株式等）については、評価差額、売却差額を損益には計

上しない（配当金は損益に計上）。

○米国会計基準審議会（ＦＡＳＢ）は、7月15日に、ＩＡＳＢとは異なる見直し案を暫定合意。

持ち合い株式も含めた全ての株式について時価評価し、毎期損益に計上するという時価会

計色のより強い案。



ＩFRS・ＦＡＳＢ案の比較

【株式】
・ＩFRSと異なり、FASB案ではすべての株式について評価差額が損益に

計上される
⇒ 株式の価格変動が常に損益に反映される

【債券】
・IFRSと異なり、FASB案では、債券は常に公正価値で評価される。また、
評価差額が損益に直接計上されるか、直接計上されなくともOCIへ計上さ
れ、リサイクリングが行われる
⇒FASB案の場合、評価益が損益に直接計上される債券の範囲が、IFRS

より広い可能性がある

ＦＡＳＢ案では、一部の金融負債を除き、全ての金融資産および
負債を時価評価

⇒ＩFRSに比べ、時価会計色が非常に強い



金融商品の減損 (貸倒引当金）の考え方

債権の金額

（減損後）

時間軸X1年 X2年 X3年 X4年 X5年

予想損失モデル（＊）
（公開草案）

発生損失モデル
（現行モデル）

損失事象発生 （損失事象の例）

債務者の深刻な財政困難・契約不履行（利息・元本の延滞）等

（＊）日本では、将来の損失であっ
ても合理的見積りが可能なら損失
計上（損失事象は不要）（注）

⇒予想損失モデルに近い考え方

（注）日本では、以下の4要件を満たせば、貸

倒引当金が計上される。

①将来の費用又は損失であって

②その発生が当期以前の事象に起因し

③発生の可能性が高く

④金額を合理的に見積もることができる



「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」 
（骨子） 

 
 
 
１．基本的考え方 

  我が国の会計関係者が中長期的な展望を共有した上で、国際会計基準

（IFRS）の取扱いを検討する必要。下記２．の諸課題や国際的な諸情勢等の

状況変化に応じ柔軟な対応が重要。 
 
 
２．IFRS 適用に向けた課題等（主なもの） 

 ①  国際会計基準の作成の動向、基準作成のデュー・プロセスの確保、我

が国の関与の強化等、国際的な諸情勢の見極め 

 ②  実務の対応・準備状況           等                                

 
 
３．IFRS の具体的な適用方法  

 （１） 任意適用 

   ＩＦＲＳの国際的な広まりを踏まえると、企業及び市場の競争力の観点か

ら、できるだけ早期に容認することが考えられ、具体的には、２０１０年３月

期（年度）から、国際的な財務・事業活動を行っている上場企業の連結財務

諸表に、任意適用を認めることが適当である。 

   

 （２） 将来的な強制適用の是非 

   強制適用の是非の判断時期は、上記２．の諸課題の達成状況や IFRS
の適用状況等を確認する必要があることから、前後しうるが、２０１２年を目

途とすることが考えられる。 

対象は、上場企業の連結財務諸表が適当。 

強制適用を行う場合、判断時期からに少なくとも３年の準備期間が必要

と考えられる（２０１２年に判断の場合、２０１５年又は２０１６年に適用開

始。）。  

（注） 全上場企業に一斉に適用するか、段階的に適用するかは、改めて

検討・決定。 

【資料８】



●投資者にとって財務報告の品質や国際的な比較可能性の向上、企業や監査人、我が国金融
資本市場の国際的競争力の強化など

→ 我が国企業に対してＩＦＲＳに基づく財務諸表の法定開示を認め、将来的にはＩＦＲＳに移行
すべき

○ ロードマップ(工程表)を作成し、具体的な展望を明示、様々な課題に取り組んでいく

必要
○ 今後の状況変化に応じ柔軟に対応していくことが重要
○ ＩＦＲＳを我が国企業へ適用する前提として、ＩＦＲＳと我が国の会計基準との間でコン

バージェンスを着実に推進していることが必要
○ これまで我が国において確立してきた取引慣行や会計実務、更には税務との関係に

も考慮し、コンバージェンスの加速化を前提に、｢連結先行｣の考え方を応用し、IFRS
の適用対象は、上場企業の連結財務諸表

「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（平成２１年６月３０日・企業会計審議会）の概要①

１．我が国企業へのIFRS適用に向けた基本的考え方



● 我が国会計基準が国際的に高品質であることが認知され続けるよう、コンバージェンスを継続
していくことが不可欠

● ＡＳＢＪに我が国における最高レベルの人材や会計に関する知見を結集することが不可欠
資金的基盤についても、幅広い市場関係者による安定的な財源を確保が重要

ＩＡＳＢの基準設定の早期の段階からＩＡＳＢに対して積極的かつ効果的な意見発信を行ってい
くことが重要

● ＩＡＳＣＦのガバナンス改革

●投資者、作成者、監査人、当局、教育関係者、市場開設者をはじめとする関係者におけるＩＦＲ
Ｓに対する実務の対応、教育・訓練
○ 会計基準改訂への対応方針・対応状況、適切なマニュアルの策定状況、会計基準

（ＩＦＲＳを含む。）に関する研修の実施状況（外部研修への参加を含む。）を有価証券
報告書等の記載事項と位置づけ、提出会社は、これらの情報を開示できるようにする。

○ ＩＦＲＳに基づき作成された財務諸表の監査に関与する監査人は、ＩＦＲＳについての
一定の教育、研修等を受け、知識、能力及び経験を有していること、ＩＦＲＳに基づく
財務諸表監査を行う監査事務所は、教育・研修、業務の実施、審査等の方針設定等
を含めた体制整備を行うことが必要である。

「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（平成２１年６月３０日・企業会計審議会）の概要②

２．IFRS適用に向けての諸課題



（１） 任意適用の対象

以下の条件の全てを満たす上場企業の連結財務諸表
① 継続的に適正な財務諸表が作成・開示されていること
② ＩＦＲＳによる財務報告について適切な体制を整備していること
③ ＩＦＲＳに基づく社内の会計処理方法のマニュアル等を定め、有価証券報告書等で開

示すること
④ 国際的な財務活動又は事業活動を行っている企業

（２） 並行開示
○ 導入初年度における開示(前年度及び当年度財務諸表各１年分)に限定（導入初年度の

並行開示(旧基準に基づく当年度分)については、監査人の監査の対象としない）。

○ （継続的な並行開示に代えて、）ＩＦＲＳと我が国会計基準の重要な数量的な差異の注記
にとどめる。

（３） 適用するＩＦＲＳ

ＩＡＳＢが作成したＩＦＲＳをそのまま適用する。
（４） 時期

２０１０年３月期の年度の連結財務諸表から
（５） 個別財務諸表の取扱い

日本基準に基づき作成。
ただし、連結対象会社を有さず連結財務諸表を作成していない上場企業：我が国の会計
基準による個別財務諸表に加えて、追加的な情報として監査を受けたＩＦＲＳによる個別
財務諸表を作成・開示できる。

「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（平成２１年６月３０日・企業会計審議会）の概要③

３．任意適用



我が国企業にＩＦＲＳを強制適用するとした場合の道筋を具体的に示し、前広に対応。

（１） 強制適用の判断の時期
2012年を目途とする。

（２） 強制適用の対象

上場企業の連結財務諸表

（３） 強制適用の時期・方法
○ 2012年にＩＦＲＳの上場企業への強制適用を判断した場合、強制適用の開始時期は、

2015年又は2016年
○ 段階的に移行する方法と一斉に移行する方法との両案が併記。いずれの方法とするか

は、将来の強制適用の判断時点で決定。
（段階的な移行の場合であっても比較可能性の観点から日本基準とIFRSが並存する

期間は長くとも３年程度）

（４） 個別財務諸表の取扱い

強制適用の是非を判断する際に、幅広い見地から検討を行う。

（５） 非上場企業への任意適用の取扱い
非上場の中小・中堅規模企業については、IFRSの適用は慎重に考えるべき

「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」
（平成２１年６月３０日・企業会計審議会）の概要④

４．将来的な強制適用




